
                    

                                  

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項、第２項及び第４項に規定す

る定期監査等について、茨城県監査基準に準拠して監査を実施し、同条第９項の規定によ

り、次のとおり監査の結果に関する報告を決定したので公表する。 

 

 

令和５年３月２７日 

 

 

 

茨城県監査委員  川 津   隆 

                                          同     戸井田 和 之 

同     澤 田   勝 

同     羽 生 健 志 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



定期監査等の結果に関する報告 

 

本報告書は、地方自治法第１９９条第９項の規定に基づき、定期監査等の結果を茨城県議会等に報

告するものである。 

 

第１ 監査の実施状況 

 

地方自治法第１９９条第１項、第２項及び第４項に規定する定期監査等について、「茨城県監

査基準」に準拠し、次のとおり実施した。 

 

１ 監査実施機関 243 機関 

所管部局 監査実施機関名 

総務部 
自治研修所、水戸県税事務所、行方県税事務所、土浦県税事務所、筑西

県税事務所 

県民生活環境部 消費生活センター、霞ケ浦環境科学センター 

保健医療部 

中央保健所、ひたちなか保健所、潮来保健所、竜ケ崎保健所、土浦保健

所、つくば保健所、筑西保健所、古河保健所、衛生研究所、県立医療大

学、県北食肉衛生検査所、県南食肉衛生検査所、県西食肉衛生検査所、

動物指導センター、県立中央看護専門学校 

福祉部 
精神保健福祉センター、中央児童相談所、日立児童相談所、鉾田児童相

談所、土浦児童相談所、筑西児童相談所、県立茨城学園 

営業戦略部 
東京渉外局県産品販売促進チーム、東京渉外局ＰＲ・誘致チーム、東京

渉外局行政課 

立地推進部 企業誘致推進チーム、土地販売チーム、ポートセールスチーム 

産業戦略部 

計量検定所、県立産業技術短期大学校、県立産業技術短期大学校併設水

戸産業技術専門学院、県立鹿島産業技術専門学院、県立筑西産業技術専

門学院、産業技術イノベーションセンター 

農林水産部 

県北農林事務所常陸大宮地域農業改良普及センター、県北農林事務所高

萩土地改良事務所、県央農林事務所、県央農林事務所笠間地域農業改良

普及センター、県南農林事務所、県南農林事務所稲敷地域農業改良普及

センター、県南農林事務所つくば地域農業改良普及センター、県南農林

事務所稲敷土地改良事務所、県西農林事務所、県西農林事務所結城地域

農業改良普及センター、県西農林事務所坂東地域農業改良普及センタ

ー、県西農林事務所境土地改良事務所、県北家畜保健衛生所、鹿行家畜

保健衛生所、県南家畜保健衛生所、県西家畜保健衛生所、畜産センタ

ー、畜産センター肉用牛研究所、畜産センター養豚研究所、農業総合セ

ンター、農業総合センター農業研究所、農業総合センター山間地帯特産

指導所、農業総合センター鹿島地帯特産指導所、農業総合センター農業

大学校、農業総合センター農業大学校園芸部、林業技術センター、霞ケ

浦北浦水産事務所、水産試験場 

土木部 

水戸土木事務所、常陸大宮土木事務所、常陸大宮土木事務所大子工務

所、潮来土木事務所、土浦土木事務所、土浦土木事務所つくば支所、筑

西土木事務所、高萩工事事務所、鉾田工事事務所、竜ケ崎工事事務所、

常総工事事務所、境工事事務所、茨城港湾事務所、茨城港湾事務所日立

港区事業所、茨城港湾事務所大洗港区事業所 



教育庁 

水戸教育事務所、県北教育事務所、鹿行教育事務所、県南教育事務所、

県西教育事務所、県立図書館、県近代美術館、県近代美術館つくば分

館、県近代美術館天心記念五浦分館、県陶芸美術館、県教育研修センタ

ー、県立高萩高等学校、県立高萩清松高等学校、県立日立第一高等学

校、県立日立第一高等学校附属中学校、県立日立第二高等学校、県立日

立工業高等学校、県立多賀高等学校、県立日立商業高等学校、県立日立

北高等学校、県立磯原郷英高等学校、県立太田第一高等学校、県立太田

第一高等学校附属中学校、県立太田西山高等学校、県立大子清流高等学

校、県立小瀬高等学校、県立常陸大宮高等学校、県立水戸第一高等学

校、県立水戸第一高等学校附属中学校、県立水戸第二高等学校、県立水

戸第三高等学校、県立水戸農業高等学校、県立水戸南高等学校、県立水

戸桜ノ牧高等学校、県立水戸桜ノ牧高等学校常北校、県立勝田高等学

校、県立勝田中等教育学校、県立勝田工業高等学校、県立佐和高等学

校、県立那珂湊高等学校、県立海洋高等学校、県立笠間高等学校、県立

友部高等学校、県立大洗高等学校、県立東海高等学校、県立茨城東高等

学校、県立那珂高等学校、県立鉾田第一高等学校、県立鉾田第一高等学

校附属中学校、県立麻生高等学校、県立潮来高等学校、県立鹿島高等学

校、県立鹿島高等学校附属中学校、県立鹿島灘高等学校、県立神栖高等

学校、県立波崎高等学校、県立波崎柳川高等学校、県立土浦第一高等学

校、県立土浦第一高等学校附属中学校、県立土浦第二高等学校、県立土

浦第三高等学校、県立土浦工業高等学校、県立土浦湖北高等学校、県立

石岡第一高等学校、県立石岡第二高等学校、県立石岡商業高等学校、県

立中央高等学校、県立竜ヶ崎第二高等学校、県立竜ヶ崎南高等学校、県

立江戸崎総合高等学校、県立取手第一高等学校、県立取手第二高等学

校、県立取手松陽高等学校、県立藤代高等学校、県立藤代紫水高等学

校、県立牛久高等学校、県立筑波高等学校、県立竹園高等学校、県立つ

くば工科高等学校、県立茎崎高等学校、県立岩瀬高等学校、県立真壁高

等学校、県立下館第一高等学校、県立下館第一高等学校附属中学校、県

立下館第二高等学校、県立下館工業高等学校、県立明野高等学校、県立

下妻第一高等学校、県立下妻第一高等学校附属中学校、県立下妻第二高

等学校、県立結城第一高等学校、県立結城第二高等学校、県立鬼怒商業

高等学校、県立石下紫峰高等学校、県立水海道第一高等学校、県立水海

道第一高等学校附属中学校、県立水海道第二高等学校、県立八千代高等

学校、県立古河第一高等学校、県立古河第二高等学校、県立古河第三高

等学校、県立総和工業高等学校、県立三和高等学校、県立境高等学校、

県立坂東清風高等学校、県立守谷高等学校、県立伊奈高等学校、県立並

木中等教育学校、県立古河中等教育学校、県立盲学校、県立水戸聾学

校、県立霞ヶ浦聾学校、県立常陸太田特別支援学校、県立北茨城特別支

援学校、県立水戸特別支援学校、県立水戸飯富特別支援学校、県立水戸

高等特別支援学校、県立友部特別支援学校、県立友部東特別支援学校、

県立内原特別支援学校、県立勝田特別支援学校、県立大子特別支援学

校、県立鹿島特別支援学校、県立土浦特別支援学校、県立石岡特別支援

学校、県立美浦特別支援学校、県立伊奈特別支援学校、県立つくば特別

支援学校、県立下妻特別支援学校、県立結城特別支援学校、県立協和特

別支援学校、県立境特別支援学校 

警察本部 
水戸警察署、笠間警察署、ひたちなか警察署、那珂警察署、大宮警察

署、太田警察署、大子警察署、日立警察署、高萩警察署、鉾田警察署、



鹿嶋警察署、神栖警察署、行方警察署、竜ケ崎警察署、牛久警察署、稲

敷警察署、土浦警察署、石岡警察署、つくば警察署、筑西警察署、下妻

警察署、桜川警察署、結城警察署、常総警察署、古河警察署、境警察

署、取手警察署 

 

２ 監査対象年度 

令和３年度 

 

３ 監査実施期間 

令和４年１１月１日から令和５年３月１０日まで 

 

４ 監査の着眼点 

   (1) 予算の執行等の財務に関する事務が、法令等に従って適正に執行されているかどうか等、正

確性、合規性の確認はもとより、経済性、効率性、有効性の検証を重視し監査した。 

   (2) 前年度における定期監査の指摘等監査結果のほか、行政監査、包括外部監査の監査結果に対

する措置等が適切になされているかを確認した。 

   (3) 地方自治法の規定に基づく内部統制実施機関（地方自治法の規定に準じて実施する機関を含

む。）における監査実施時点での内部統制の整備状況及び運用状況に関し、リスクの管理状況を

監査した。 

 

５ 監査の実施内容 

「茨城県監査基準」に準拠し、監査対象期間における財務に関する事務の執行状況について、

監査調書により関係書類等と照合するとともに、必要に応じて現地調査、職員からの説明聴取に

より監査を行った。 

監査を重点的かつ効果的に実施するため、重点監査項目を定めて監査を実施しており、今年度

は「内部統制の取組状況」を重点監査項目とした。 

また、前年度における定期監査の指摘等監査結果のほか、行政監査、包括外部監査の監査結果

に対する措置等が適切になされているかを確認するとともに、地方自治法の規定に基づく内部

統制実施機関（地方自治法の規定に準じて実施する機関を含む。）における監査実施時点での内

部統制の整備状況及び運用状況について職員からの聴取等により監査を行った。 

 

 

第２ 監査の結果 

 

１ 監査結果の区分 

事務事業の執行に著しく適正を欠き、是正又は改善を求める必要があると認められる事項に

ついては「指摘事項」とし、指摘には該当しないが、的確な事務の執行等を促す必要があると認

められる事項については「注意事項」とする。 

また、組織及び運営の合理化に資すると認められる事項については「意見」とする。 

 

 

 

 

 



２ 監査結果 

ア 指摘事項 

所管部局名 監査実施機関名 監査の結果 

総務部 行方県税事務所  県税の過誤納金還付処理において、内部統制が機能

せず、払込先口座情報等の誤りにより支払不能となっ

た事案の再支払手続を怠り、長期間にわたり過誤納金

が還付されていなかったことは適切でない。 

土木部 高萩工事事務所  道路占用許可等において、内部統制が機能せず、ま

た、公印の管理も徹底されず、決裁手続を経ずに許可

書を交付するなどの事務処理を行ったほか、占用料を

徴収していなかったことは適切でない。 

 

イ 注意事項 

所管部局名 監査実施機関名 監査の結果 

福祉部 精神保健福祉セン

ター 

 精神障害者保健福祉手帳システム改修業務委託に

関する事務手続等について、内部統制が機能せず、執

行決議を行う前に契約決議を行っていたほか、不備及

び誤りが多数あったことは適切でない。 

教育庁 県立水戸農業高等

学校 

 原乳の管理について内部統制が機能せず、適切に管

理されていない原乳を出荷し、損害を与えたことは適

切でない。 

教育庁 県立石岡商業高等

学校 

石岡商業高校トイレ改修工事監理委託等の複数の

契約において、内部統制が機能せず、履行期間の変更

に関する契約事務手続が執られていなかったことは

適切でない。 

教育庁 県立水戸南高等学

校 

水戸南高校トイレ改修工事監理委託において、内部

統制が機能せず、履行期間の変更に関する契約事務手

続が執られていなかったことは適切でない。 

 

ウ 地方自治法第１９９条第１０項に基づく意見 該当なし 

 

その他の機関においては、指摘、注意又は意見に該当する事項は認められなかった。 


